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要旨 　外国人研修生受け入れルートは多様であり、その中でも商工会議所や商工会、事業共同組合等の中小企業団体が関連する受

け入れルートが重要になってきている。しかしながら、このルートに関しては、部分的に明らかにされているが、このルートの全体像

および中小企業団体等のこのルートへの評価に関しては、いまだ体系的に明らかにされていない。

　そこで、当研究機構では、外国人研修生の全体像を明らかにするため、２段階で調査を実施した。第１段階では、６，０００の中小

企業団体を対象にアンケート調査を実施し、第２段階では、第１段階で回答を得た１，８７２団体の中で外国人研修生受け入れ事業

を経験したことがある団体にアンケート調査を実施した。

　以下は、アンケートの結果をもとに整理された研修生受け入れ事業を成功に導くポイントである。

（１）受け入れ団体がきちんとした体制で、責任ある対応をすることである。これは研修事業の発案から交渉、研修生の選抜、そし

て、研修の実施に至る全段階においていえることである。これはもちろん受け入れ企業の重要性を否定するものではない。大切な

ことは団体が事業の実態をしっかり把握し、ポイントとなる研修条件や生活条件を整備することが大切であるということである。

（２）事前の情報を収集することである。研修事業に対する理解がある団体ほど、研修事業をスムーズに進めることができる。その

ためにはスタート時点から先行した事例や諸手続き、派遣元の事情などに習熟することが重要である。

（３）地元自治体との良好な関係が重要である。これは各種の援助にとどまらず、地元住民との関係などを考えても充分な配慮が

必要である。
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